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2019（令和 1）年 9 月 30 日 

 
 
 
 
 
 

社会情報大学院大学 教育情報の公開 

 

 

 

 

 
「学校教育法施行規則等の一部を改正する省令」 

（平成 22 年文部科学省令第 15 号） 

等により教育情報を公表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2021（令和 3）年 5 月 31 日 
 

 

 

 

 

 

 
※特に表記のない場合は、2021 年 5 月 31 日を基準としております。 
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Ⅰ．教育研究上の基礎的な情報 

 
１．名称 

社会情報大学院大学 広報・情報研究科 広報・情報専攻 

社会情報大学院大学 実務教育研究科 実務教育専攻（令和3年4月開講） 

社会情報大学院大学 先端教育研究所 

     
２．教員数 

専任教員20名、兼任教員16名 合計 36名 

 
３．キャンパス 

東京都新宿区高田馬場 1-25-30 

東京メトロ 東西線 高田馬場駅 7 番出口 徒歩 1 分、 

JR 山手線・西武新宿線 高田馬場駅 早稲田口 徒歩 3 分 

 
４．学費 

広報情報研究科 入学金 20 万円 

   授業料 140 万円（年額） 

実務教育研究科 入学金 10万円 

   授業料 110万円（年額） 

 
５．学位 

広報・情報研究科 広報・情報学修士（専門職） 

実務教育研究科  実務教育学修士（専門職） 

 
６．校舎等の耐震化率 

100％ 

 
７．寄附行為、役員名簿 

ホームページ情報公開ページに掲載 

https://www.mics.ac.jp/about/documents/ 

  

http://www.mics.ac.jp/about/documents/
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Ⅱ．修学上の情報等

１．教員組織 

学 長 吉國 浩二 

学 監 川山 竜二 

広報・情報研究科長 吉國 浩二 

実務教育研究科長  川山 竜二 

 
専任教員の研究業績、学位等はホームページ「教員」ページを参照 

 

２．入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー） 

ホームページ「公開資料」欄を参照

https://www.mics.ac.jp/about/documents/ 

 
３．入学者数および入学定員 

広報情報研究科 入学者 29名（2020 年 9 月、2021 年 4 月入学者）、 

 入学定員 30 名 

実務教育研究科 入学者 36 名（2021 年 4 月入学者）、入学定員 30 名 

 
４．在籍者数および収容定員（ 5 月 31 日現在） 

広報情報研究科 

 在籍者数 59 名、収容定員 60 名（1 年次 29 名、2 年次 30 名） 

実務教育研究科 

 在籍者数 36 名、収容定員 60 名（1 年次 36 名）  

 
５．学位授与者数 

85 名（第 1 ～ 3 期計） 

 
６．修了要件 

「ディプロマ・ポリシー」（学位授与方針）は

ホームページ「公開資料」欄を参照

https://www.mics.ac.jp/about/documents/ 

 
修了要件はホームページ「公開資料」の「カリキュラム」を参照 

https://www.mics.ac.jp/about/documents/ 

http://www.mics.ac.jp/about/documents/
http://www.mics.ac.jp/about/documents/
http://www.mics.ac.jp/about/documents/
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７．学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援 

事務局が窓口となって、いつでも個別に相談に応じています。 

必要に応じて、専任教員や医師等の専門家と連携して対応しています。 

 

８．修了者数及び進路 

修了者数：18 名（2020年 9 月、2021 年 3 月修了者） 

進路：企業・団体等に勤務等 14名 

その他帰国 等 4名 

 

産業別就職者数 

 
人数 男 女 

農業、林業     
漁業     
鉱業、採石業、砂利採取業       
建設業     

製造業 

食料品・飲料・たばこ・飼料製造業     
繊維工業     
印刷・同関連業     
化学工業、石油・石炭製品製造業     
鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業     
はん用・生産用・業務用機械器具製造
業 

    

電子部品・デバイス・電子回路製造業 1   
電気・情報通信機械器具製造業 1   
輸送用機械器具製造業   1 
その他の製造業     

電気・ガス・熱供給・水道
業 

      

情報通信業 2 2 
運輸業、郵便業     

卸売業、小売業 
卸売業     
小売業     

金融業、保険業 
金融業 1   
保険業     
不動産取引・賃貸・管理業     
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不動産業、 
物品賃貸業 

物品賃貸業 1   

学術研究、 
専門・技術サービス業 

学術・開発研究機関     
法務     
その他の専門・技術サービス業 2   

宿泊業、飲食サービス業     
生活関連サービス業、娯楽業   1 

教育、学習支援業 
学校教育     
その他の教育、学習支援事業     

医療、福祉 
医療業、保健衛生     
社会保険・社会福祉・介護事業     

複合サービス事業     

サービス業 
（他に分類されないもの） 

宗教     
その他のサービス業     

公務 
（他に分類されるものを除く） 

国家公務     
地方公務 1   

上記以外のもの   1 
    9 5 

 
 

 

社会人学生については、修了時点での勤務先や経営する企業等の産業に基づいて分類して

います。 

 

９．学生が習得すべき知識及び能力に関する情報 

 
「カリキュラムポリシー」 

ホームページ「公開資料」欄を参照 

https://www.mics.ac.jp/about/documents/ 

上記には、カリキュラム、シラバス、履修要綱も掲載しております。

Ⅲ．財務情報 

事業報告書、決算報告書、監査報告書は、年度別に、ホームページ「情報 

公開」欄に掲載しております。 

http://www.mpd.ac.jp/publication/ 

 
 

http://www.mics.ac.jp/about/documents/
http://www.mpd.ac.jp/publication/
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Ⅳ．上記以外の情報の公表

１．教育研究上の情報 

（１）教員 1 人当たりの学生数 

（２）広報・情報研究科 6.6人（専任教員 9 人/在籍学生数 59 人） 

実務教育研究科   4人（専任教員 9 人/在籍学生数 36 人） 

（２）収容定員充足率 

広報・情報研究科 0.79（収容定員 120 人/在籍学生数 95 人） 

実務教育研究科  0.60（収容定員 60人/在学生数 36人） 

※実務教育研究科は令和3年4月開講のため１学年のみ在学 

（３）年齢別教員数（専任教員） 
 

70 歳代 1人 

60 歳代 5人 

50 歳代 1人 

40 歳代 7人 

30 歳代 5人 

20 歳代 1人 

（４）職階別教員数（専任教員） 

教授 10人 

准教授 5人 

専任講師 3人 

助教 2人 

（５）専任教員比率 

55％（専任教員 20人、兼任教員 16 人） 

（６）社会人学生比率 

97％ 

（７）留学生数 

4% 

以上 


	2021（令和 3）年 5 月 31 日

